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平成１３年度当初予算総務部主要施策の概要

◎ 主 要 事 業

事 業 名 金 額 （千円） 説 明

１ 私立学校の振興

・ 私立学校経常費補助金 ４，１０４，６１１ 補助単価（生徒１人当たり）の引き上げ

高 等 学 校 313,400円 → 324,050円

中 学 校 249,750円 → 259,910円

小 学 校 248,650円 → 258,350円

幼 稚 園 159,300円 → 166,310円

専 修 学 校

大学入学資格付与校 32,000円 → 34,000円

専門課程等 24,500円 → 26,000円

・ 私立幼稚園子育て支援施設整備費補助金 １１，８２５ 子育て支援施設の整備新

・ 私立幼稚園預かり保育推進費補助金 ４，２９０ 預かり保育を行う幼稚園への支援

・ 私立幼稚園障害児就園対策費補助金 ４７，４５８ 障害児（２人以上）を保育している幼稚園への支援

・ 私立高等学校体育施設等整備費補助金 ５０，０００ 体育館の整備（１校）

・ 私立学校教育施設設備費補助金 ２４，６２１ 中学校・高等学校 1,802 千円

幼 稚 園 20,000 千円

専修学校・各種学校 2,819 千円

( 中型教育設備への支援 1,319 千円)新

・ 私立学校教職員退職基金補助金 ６０，０００ 退職基金造成への支援拡充

２ 石川県立大学の設立準備

・ 石川県立大学基本計画策定費 ２０，０００ 平成１７年４月開学新

・基本計画策定

・現校舎補強計画策定

・現体育館耐震診断・補強計画策定

・地質調査など
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事 業 名 金 額 （千円） 説 明

３ 看護大学の運営

・ 地域ケア総合センター運営費 ２５，０００ 地域に開かれた大学のための総合窓口

・一般県民を対象とした講演会、研修会

・看護指導者等の技術向上研修

・県民の健康長寿のための調査研究

・看護専門職への指導・助言

・大学の情報発信

・ 国際交流の推進新

４ 新たな県民サービスの提供 ６４，３９３ 住民基本台帳ネットワークシステムの構築

・平成１４年８月一部運用開始予定

・平成１５年８月全面運用開始予定

５ 地方分権時代にふさわしい新たな行財政

システムの構築

・ 行財政改革の着実な推進 ６４，９８２ 効率的な行財政運営に向けた取組みの推進

・行政評価システムの全面試行 2,500 千円

・公社等の経営改善調査 3,000 千円

・ＰＦＩ等民間活力導入手法の検討 1,000 千円

・職員の情報処理能力向上研修の拡充

20,225 千円

・ 電子文書管理・決裁システムの基本計画策定新

2,000 千円

新県庁舎の管理運営計画策定 千円・ 12,000新

県民参加による開かれた県政の推進

・外部監査の実施 24,257 千円

・ 地方分権の推進 ５０，０００ 広域行政推進室の設置

広域行政の積極的推進

・市町村合併に関するシンポジウム、フォーラムの

開催など

・市町村等が行う合併に関する調査研究、啓発事業

に対する支援

市町村合併特例交付金制度の創設

法定合併協議会を設置した市町村に対する交付金制

度の創設（１市町村当たり２億５千万円）
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事 業 名 金 額 （千円） 説 明

６ 職員研修の充実

・ 自治研修センター研修費 ５６，２６９ 目標管理研修新

業務遂行、政策遂行能力の充実・強化

吏員１部研修、吏員２部研修、係長研修、

新任課長研修

・ 職員派遣研修費 ３３，６６１ 長期海外派遣

自治体国際化協会派遣

中国・南京大学派遣

韓国・全北大学派遣

専門技術派遣（研究機関、自治大学校等）

７ 奥能登行政センター（仮称）の整備 債務負担行為 奥能登総合事務所、 生涯学習施設、 観光情報セン新 新 新

２, ４５７, ０００ ターなど、18機関を集約した合同庁舎

（能登空港ターミナルビルと合築）

・施設概要

本館 ４階 約6,000㎡ 事務棟

別棟 平屋 約1,200㎡ 車庫・倉庫棟

・開設時期 平成１５年４月（予定）

８ 新県庁舎の建設 ２２，５９９，１３１ 建 設 費 予 算 計 上 21,066,683 千円

債務負担行為 1,530,000 千円

事 務 費 2,448 千円

建設概要

・議会庁舎 地上 ４階、地下１階

・行政庁舎 地上１９階、地下２階

・警察庁舎 地上 ８階、地下１階

完成時期 平成１５年春（予定）
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